資料４
火災総合訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想　　　定
	出火場所、燃焼物件、延焼の程度と範囲を決める。
⑴　部分訓練の消火、通報及び避難訓練の内容が一連の行動として構成できるようにする。
⑵　避難を要する者、介助、救助を要する者は災害の程度に応じて決める。

	１　発生場所の確認
	⑴　火災の発生は、次による。
・　出火点として、旗又は灯火等の目印を置く。
・　自動火災報知設備の発信機又は非常ベルの起動装置（起動ボタン）を押す。
⑵　自動火災報知設備により火災を覚知した場合は、受信機の作動表示を確認した後、出火場所の確認を行う。
⑶　放送設備、インターホン等により現場付近の者に確認の指示をするか又は受信機の設置場所等から現場確認に向かう。
⑷　出火場所に至って、現場の状況を確認し、自衛消防隊長に報告する。

	２　消防機関への通報
	⑴　消防機関へ通報する。
（通報内容）
・　災害の種別
・　防火対象物の所在
・　防火対象物及び事業所の名称、目標
・　災害発生場所、燃焼物
・　けが人、避難を要する者の有無
⑵　通報には、送り手と受け手を決め、次の装置等を使用する。
・　内線電話、加入電話
・　内線電話相互
・　訓練用通報装置
・　火災通報装置
⑶　119番回線による通報は、あらかじめ消防署の了解を取って行う。

	３　館内への連絡
	⑴　館内の自衛消防隊員に災害の発生場所、程度の状況を連絡する。
・　必要により現場確認前と後の情報に区分する。
・　必要により暗号、隠語を使用する。
⑵　連絡、伝達には次の装置等を使用する。
・　メガホン、携帯用拡声器
・　非常ベル、自動式サイレン
・　非常放送設備
・　自動火災報知設備
・　業務用放送設備、インターホン
・　内線電話

	４　初期消火
	⑴　消火器具の搬送、操作を行う。
⑵　屋内消火栓設備、屋外消火栓設備、又は動力消防ポンプ設備の操作を行う。
⑶　その他設置されている消火設備、消火装置等の操作を行う。
⑷　特殊消火設備は、起動装置、取扱いの確認を行う。
※　消火水、消火剤の放出は、一連の活動とは別に実施することでもよい。

	５　区画の形成
	⑴　初期消火後、出火室の扉、天窓を閉鎖する。
⑵　防火戸・防火シャッターの閉鎖、防火区画の形成を手動又は遠隔操作で行う。
⑶　エレベーター、エスカレーターの運転中止の確認操作を行う。
⑷　防煙区画、排煙区画の形成を手動又は遠隔操作で行う。
・　防煙たれ壁、排煙口の操作
・　機械排煙の活用

	６　避難誘導
	⑴　避難行動及び避難経路、避難先等の指示を行う。
⑵　非常口、避難路の確保を行う。
⑶　階段入口、通路角など主要な避難経路、階段に誘導員の配置を行う。
⑷　介助を要する者の搬送を行う。
⑸　メガホン、携帯用拡声器、旗等を使用し避難誘導を行う。
⑹　エレベーター、エスカレーターの使用禁止、危険区域を周知する。
⑺　逃げ遅れの有無、避難者の確認を行う。
⑻　避難者の確認を行い、自衛消防隊本部に報告する。

	７　応急救護
	⑴　救護所を設定する。
⑵　担架又は徒手により、けが人等を搬送する。
⑶　受傷者の応急手当をする。
⑷　措置した状況を自衛消防隊本部に報告する。

	８　指揮
	⑴　隊本部、地区隊本部を設定する。
⑵　指揮命令の伝達、情報の収集及び整理を行う。
⑶　副防災センター、中央管理室その他所定部署との連絡、確認を行う。
⑷　消防隊到着時の誘導、情報提供を行う。
・　災害状況
・　避難状況（けが人等を含む）
・　活動状況
・　消防用設備等の作動状況


資料５
地震火災総合訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想定
	震度６強以上の地震の発生を仮定して、予想される被害を決める。

⑴　消火、通報及び避難訓練の内容が一連の行動として構成できるようにする。

⑵　防火対象物内で火災、救助事象が各１件以上発生した想定とする。（同一地区内では火災、救助事象のいずれか１件のみの発生とする。）

⑶　同時並行で各地区隊で火災、救助事象の対応を行う。

⑷　出火場所、燃焼物件、延焼の程度と範囲を決める。

⑸　救助事象にあっては、災害の程度に応じて事故の発生場所、事故の内容、けが人の数と程度を決める。

⑹　介助等を必要とする者に対する避難誘導及び救出活動を取り入れる。

	１　身体防護
	落下物等から身体を守る措置行動を行う。

緊急地震速報を活用する場合は、緊急地震速報の受信により身の安全を確保する。

	２　出火防止措置
	火気使用設備器具の熱源遮断措置を行う。

・　ガスの元栓閉鎖

・　液体燃料供給の遮断

・　電源の遮断

	３　危険物品に対する応急措置
	危険物品の流出、漏えい防止の措置を行う。

	４　被害状況の把握
	⑴　各地区隊は、建物内の被害状況、活動状況を自衛消防隊本部に報告する。

⑵　防火対象物自衛消防隊長は、建物全体の被害状況、活動状況を把握し、地区隊間の応援の指示を行う。

⑶　人的被害状況を把握し、逃げ遅れの有無、避難した者の状況確認を行うとともに、必要に応じて救護所の設置、応急措置を行う。

	５　情報収集と伝達
	⑴　情報の収集及び提供を行う。

・　テレビ、ラジオ等を活用し、発生した地震の概要、交通機関の運行停止状況など、正確な情報の取得に努め、適宜在館者に伝達を行う。

⑵　防災センター、自衛消防隊長との連携及び自衛消防隊本部の任務を確認する。

⑶　電話機、放送設備の機能停止の場合の情報伝達を行う。

	６　エレベーターの閉じ込めの確認
	⑴　エレベーターが中途で停止している場合、閉じ込められた人がいないか、インターホン等により確認する。

⑵　停止場所、閉じ込められた人数、けがの有無等を確認した後、エレベーター管理会社へ連絡する。

⑶　行った措置について閉じ込められた人に伝達する。

	７　消防機関への通報
	⑴　消防機関へ通報する。

（通報内容）

・　災害の種別

・　防火対象物の所在

・　防火対象物及び事業所の名称、目標

・　災害の発生場所、燃焼物

・　けが人、避難を要する者の有無

⑵　通報には、送り手と受け手を決め、次の装置等を使用する。

・　内線電話、加入電話

・　内線電話相互

・　訓練用通報装置

・　火災通報装置

⑶　119番回線による通報は、あらかじめ消防署の了解を取って行う。

	８　館内への連絡
	⑴　館内の自衛消防隊員に災害の発生場所、程度の状況を連絡する。

・　必要により現場確認前と後の情報に区分する。

・　必要により暗号、隠語を使用する。

⑵　連絡、伝達には次の装置等を使用する。

・　メガホン、携帯用拡声器

・　非常ベル、自動式サイレン

・　放送設備

・　自動火災報知設備

・　業務用放送設備、インターホン

・　内線電話

	９　火災発生場所の確認
	⑴　火災の発生は、次による。

・　出火点として、旗又は灯火等の目印を置く。

・　自動火災報知設備の発信機又は非常ベルの起動装置（起動ボタン）を押す。

⑵　自動火災報知設備により火災を覚知した場合は、受信機の作動表示を確認した後、出火場所の確認を行う。

⑶　放送設備、インターホン等により現場付近の者に確認の指示をするか又は受信機の設置場所等から現場確認に向かう。

⑷　出火場所に至って、現場の状況を確認し、自衛消防隊長に報告する。

	10　初期消火
	⑴　消火器具の搬送、操作を行う。

⑵　屋内消火栓設備、屋外消火栓設備、又は動力消防ポンプ設備で消火活動の操作を行う。

⑶　その他設置されている消火設備、消火装置等の操作を行う。

※　実際に消火水、消火剤の放出を行う場合は、一連の活動とは別に実施することでもよい。

	11　避難誘導等
	⑴　放送設備等を活用して、在館者に被害状況の伝達を行うとともに、避難経路、使用する階段を具体的に指示する。
⑵　避難経路に適宜誘導員を配置し、避難を誘導する。
⑶　防火区画、防煙区画、排煙区画の操作を行う。
⑷　避難器具等を使用した避難を行う場合は、十分な安全措置を図った上で行う。
⑸　指定場所への避難方法、避難経路を確認する。

	12　救出・救護
	⑴　オフィス家具類の転倒又は建物の倒壊により下敷きになった者や、脱出できない者の救出要領を確認する。
⑵　自己事業所で保有する救出のため活用できる、バール等の資器材等を活用した救出措置を行う。
⑶　救護所等を設置し、救出者等の救護を行う。


資料６
消火訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想　　　定
	出火場所、燃焼物件、延焼の程度と範囲を決める。

	１　操作
	⑴　消火器、三角バケツ、消火砂等の搬送、操作を行う。
⑵　屋内消火栓設備、屋外消火栓設備、動力消防ポンプ設備で消火活動の操作を行う。
⑶　ダクト消火装置等の起動方法、取扱い要領について確認を行う。
⑷　移動式消火設備の起動方法の確認、ホースリールの操作を行う。
⑸　固定式消火設備の起動方法、取扱い要領について確認を行う。
・　開放式スプリンクラー設備、水噴霧消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、泡消火設備
⑹　固定式消火設備の放出区画、防護区画の形成、排出装置の操作要領について確認を行う。
⑺　スプリンクラー設備、泡消火設備の制御弁等の開閉操作、取扱い要領について確認を行う。
※　自衛消防隊員の技術に合わせたものとする。

	２　放水、放射
	⑴　消火器具、屋内消火栓設備、屋外消火栓設備、動力消防ポンプにより放水操作を行う。
⑵　⑴以外の消火設備は、点検時期等に放射と合わせ防護区画の形成、排出装置の機能を確認する。
⑶　オイルパン（注）、クリブ、てんぷら鍋等火災モデルにより消火体験を行う。

	３　操法
	⑴　屋内消火栓操法を習得する。
・　一人操法、二人操法、三人操法
⑵　動力消防ポンプ操法を習得する。

	４　防火区画の形成
	消火活動の想定に応じて防火戸、防火シャッターの閉鎖、防煙たれ壁の操作を行う。


（注）　オイルパンを使用する等実際に物を燃やして行う消火訓練にあたっては、消防機関に対し火災予防条例第60条に基づく、火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等（揚煙行為）の届出及び管轄区市町村の環境主管課への事前連絡が必要となる。
資料７
通報訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想定
	⑴　火災、救助、救急等の災害種別を決める。
⑵　発生場所、燃焼物、延焼範囲等災害の程度を決める。
⑶　けが人、避難を要する者の数を決める。

	１　発生時の措置
	⑴　その場で災害の発生を周囲の者に知らせる。
⑵　火災の場合、非常ベルの起動装置、自動火災報知設備の発信機等を押す。
⑶　防災センター、自衛消防隊長等に災害発生の場所、程度の状況を連絡する。

	２　消防機関への通報
	⑴　消防機関へ通報する。
（通報内容）
・　災害の種別
・　防火対象物の所在
・　防火対象物及び事業所の名称、目標
・　災害の発生場所、燃焼物
・　けが人、避難を要する者の有無
⑵　通報には、送り手と受け手を決め、次の装置等を使用する。
・　内線電話、加入電話
・　内線電話相互
・　訓練用通報装置
・　火災通報装置
⑶　119番回線による通報は、あらかじめ消防署の了解を取って行う。

	３　館内への連絡
	⑴　館内の自衛消防隊員に災害の発生場所、程度の状況を連絡する。
・　必要により現場確認後の前と後の情報に区分する。
・　必要により暗号、隠語を使用する。
⑵　連絡、伝達には次の装置を使用する。
· メガホン、携帯用拡声器
· 放送設備
・　自動火災報知設備
・　業務用放送設備、インターホン
・　内線電話


資料８
避難訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想定
	⑴　火災、地震の災害を決める。
⑵　出火場所、避難経路、使用する階段を決める。
⑶　けが人、避難を要する者の数を決める。

	１　避難の指示
	⑴　放送設備、非常ベル、自動火災報知設備で避難開始の指示を伝える。
⑵　放送設備、インターホン等で災害の内容と避難経路、使用する階段を具体的に指示する。

	２　誘導員の配置
	⑴　次の場所に誘導員の配置を行う。
・　階段入口付近
・　通路角
・　エレベーター付近
・　エスカレーター付近
・　避難場所
⑵　メガホン、携帯用拡声器、旗等を活用する。

	３　非常口の開放、避難路の確保
	⑴　開錠の操作を行い、非常口を開放する。
⑵　エレベーター、エスカレーターの使用禁止を周知する。
・　必要に応じてエレベーター、エスカレーターの停止操作、非常用エレベーターの消防運転を行う。
⑶　防火区画、防煙区画、排煙区画の形成の確認操作をする。
・　必要に応じて区画の形成、排煙の操作を行う。
⑷　避難障害物の除去等避難路の確保を行う。

	４　避難誘導
	⑴　避難を誘導する。
⑵　メガホン、携帯用拡声器、旗等を活用し、先導する。
⑶　介助を要する者の搬送を行う。

	５　避難の確認
	⑴　逃げ遅れ者の有無、避難した者の状況確認を行う。
・　けが人の受傷程度、人数の状況を調べる。
⑵　必要に応じて救護所の設置、応急措置を行う。
⑶　状況を自衛消防隊本部に連絡する。

	６　避難器具等の設定
	⑴　避難器具等の設定を行う。
⑵　避難器具等を使用した避難を行う場合は、事前の安全確認を行う。


資料９
応急救護訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想　　　定
	受傷者の数、受傷内容、受傷程度を決める。

	１　応急手当
	⑴　受傷者の容態観察を習得する。
・　受傷部位の確認
・　症状の判断
⑵　三角巾による包帯法を習得する。
・　受傷部位に応じた包帯法、骨折固定法
⑶　止血法、心肺そ生法を習得する。

	２　搬送要領
	⑴　担架による搬送要領を習得する。
・　乗せ方・運び方
⑵　応急担架による搬送を習得する。
・　応急資材を用いた担架作成要領
・　搬送要領
⑶　徒手による搬送要領を習得する。

	３　応急救護所の設置
	⑴　救護所の設定を行う。
⑵　応急救護資器材の確認を行う。


資料１０
安全防護訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想定
	出火場所、延焼範囲を決める。

	１　操作
	⑴　防火戸の開閉操作を行う。
・　出火室の開口部の閉鎖を行う。
・　階段室､廊下等の防火戸を閉鎖する。
・　開閉操作により閉鎖度合いを確認する。
⑵　防火シャッターの開閉操作を行う。
・　開閉操作により閉鎖度合いを確認する。
⑶　防煙たれ壁の降下操作を行う。

	２　排煙区画の設定
	⑴　排煙区画を決め、必要な区画の排煙操作を行う。
・　自然排煙
・　排煙機の作動を確認する。
⑵　防災センターから遠隔操作を行う。

	３　空調設備の停止
	火災、煙を拡散させないための空調の停止操作を行う。

	４　特殊な物品に対する応急措置
	危険物、放射性物質、各種ガス、毒、劇物等の流出、爆発、飛散した場合や延焼の恐れがある場合を仮定し、計画された応急措置を行う。

	５　防災センターとの連携
	⑴　設備ごとの操作場所（遠隔操作、手動）及び遠隔操作の場合の連絡先について従業員に周知徹底を図る。
⑵　想定出火場所、防災センター、中央管理室で相互に連携した訓練を実施する。


資料１１
地震想定訓練（地震火災がない場合）の実施要領　
	実施項目
	実施内容

	想定
	震度６強以上の地震を仮定して、予想される被害を決める。

	１　身体防護
	落下物等から身体を守る措置行動を行う。
緊急地震速報を活用する場合は、緊急地震速報の受信により身の安全を確保する。

	２　出火防止措置
	火気使用設備器具の熱源遮断措置を行う。
・　ガスの元栓閉鎖
・　液体燃料供給の遮断
・　電源の遮断

	３　危険物品に対する応急措置
	危険物品の流出、漏えい防止の措置を行う。

	４　被害状況の把握
	⑴　各地区隊は、建物内の被害状況、活動状況を自衛消防隊本部に報告する。
⑵　防火対象物自衛消防隊長は、建物全体の被害状況、活動状況を把握し、地区隊間の応援の指示を行う。
⑶　人的被害を把握し、逃げ遅れ者の有無、避難した者の状況確認を行うとともに、必要に応じて救護所の設置、応急措置を行う。
⑷　被害状況から待機できない事業所等を把握する。

	５　破損・誤作動した設備等の措置
	1 スプリンクラーヘッド等の破損による散水、配管破損による漏水
等について、制御弁での停止措置を行う。

2 防火戸等が破損、誤作動した場合の応急措置を行う。

	６　情報収集と伝達
	1 情報の収集及び提供を行う。
テレビ、ラジオ等を活用し、発生した地震の概要、交通機関の運行停止状況など、正確な情報の取得に努め、適宜在館者に伝達を行う。
（地震の概要、交通機関の運行停止状況、外部の災害情報）
2 防災センター、自衛消防隊長との連携及び自衛消防隊本部の任務を確認する。
3 電話機、放送設備の機能停止による情報伝達の措置を行う。
4 建物の被害状況（安全情報）、災害発生状況などの伝達を行う。
⑸  使用できる出入口及びトイレ、エレベーターの復旧等の建物施設の管理状況などの伝達を行う。
⑹  各事業者ごとの従業員、来訪者等の情報収集を行い、在館者人員の把握を行う。
また、帰宅困難者の名簿作成等により人員の管理を行う。

	７　エレベーターの閉じ込めの確認
	⑴　エレベーターが中途で停止している場合、閉じ込められた人がいないか、インターホン等により確認する。
⑵　停止場所、閉じ込められた人数、けがの有無等を確認した後、エレベーター管理会社へ連絡する。
⑶  行った措置について閉じ込められた人に伝達する。

	８　消防機関への通報
	⑴　消防機関へ通報する。

（通報内容）

・　災害の種別

・　防火対象物の所在

・　防火対象物及び事業所の名称、目標

・　災害の発生場所

・　けが人、避難を要する者の有無

⑵　通報には、送り手と受け手を決め、次の装置等を使用する。

・　内線電話、加入電話

・　内線電話相互

・　訓練用通報装置

・　火災通報装置

⑶　119番回線による通報は、あらかじめ消防署の了解を取って行う。


	９　館内への連絡
	⑴　館内の自衛消防隊員に災害の発生場所、程度の状況を連絡する。

・　必要により現場確認前と後の情報に区分する。

・　必要により暗号、隠語を使用する。
⑵　従業員、在館者等に対し、むやみに移動を開始せず、館内で待機することを館内放送等で伝達する。
3 建物の被害状況、災害発生状況などを情報提供する。
⑷　携帯電話会社各社の災害用伝言サービスなどの活用による家族の安否確認について、館内放送等により促す。
5 鉄道等交通機関の運行状況、通行不可能な道路等、交通関係情報を連絡する。
6 使用できる出入口及びトイレ、エレベーターの復旧等の建物施設
の管理状況を連絡する。
7  火災その他の外部の災害情報を連絡する。
⑻　連絡、伝達には次の装置等を使用する。

・　メガホン、携帯用拡声器・　非常ベル、自動式サイレン

・　放送設備・　自動火災報知設備・　業務用放送設備、インターホン

・　内線電話

	10　避難誘導等
　※帰宅困難者対策を行う場合は実施しない。
	⑴　放送設備等を活用して、在館者に被害状況の伝達を行うとともに、避難経路、使用する階段を具体的に指示する。
⑵　避難経路に適宜誘導員を配置し、避難を誘導する。
⑶　避難器具等を使用した避難を行う場合は、十分な安全措置を図った上で行う。

⑷　指定場所への避難方法、避難経路を確認する。
⑸　避難者の受入れ体制を確認する。

	11　救出・救護
	⑴　オフィス家具類の転倒又は建物の倒壊により下敷きになった者や、脱出できない者の救出要領を確認する。
⑵　自己事業所で保有する救出のため活用できる、バール等の資器材等を活用した救出措置を行う。
⑶　救護所等を設置し、救出者等の救護を行う。
なお、救護内容については、資料―９の応急救護訓練による。

	12　待機場所の設定
	1 待機場所となる会議室等に椅子、風除け、ストーブその他の物品
を準備設営する。
2 計画に基づき、高齢者、妊産婦、幼児等に配慮した対応を行う。
3 監視、巡回等を行う人員を配置し、待機場所、出入口等の管理を行う。
4 簡易トイレの組立て等、待機に必要な物品等を準備する。
5 防火対象物内で待機できない場合は、一時滞在施設に誘導する。
6 帰宅が可能となった場合は、帰宅支援のための資器材を準備する。

	13　備蓄品等の配布等
	1 食糧、飲料水、マット、毛布等を配布場所へ搬送する。

2 代表者への配布、配布地域の指定、配布時間をずらす等により配布時の混乱を避ける。

3 館内放送等により配布地域や配布時間・場所・方法等を伝える。


　
※下線部は、帰宅困難者対策に係る訓練要素

資料１２
大雨、強風等に伴う災害に係る自衛消防訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想定
	台風が接近する等により、時間雨量５０ミリ以上の豪雨の際に、予想される被害を決める。

	１　気象情報等の収集と伝達
	気象情報等及び防火対象物周辺の降雨、道路冠水等の状況を確実に収集できる体制を整える。収集した情報を適宜在館者に伝達する。

	２　資器材の点検・整備
	大雨等に備えた資器材を配置している場合、すみやかに使用可能な状態にする。

・　防水板等の搬送/排水ポンプの動作確認

	３　建物内外の巡回 
	⑴　建物内を定期に巡回し、窓、扉の閉鎖、浸水等の確認を行う。

⑵　建物の外部の状況（道路の冠水状況等）についても定期的に確認する。

	４　地下室の立入り制限
	⑴　地下室等の在館者を地上部分へ避難させた後、立入りの制限を行う。

⑵　立入りの制限を行っている旨を、階段、エレベーター内等に掲示する。

	５　浸水防止措置の実施
	防水板、土のう等の資器材を活用した浸水防止措置を実施する。

	６　応急救護の実施
	救護所等を設置し、救出者の救護を行う。

なお、救護内容については、資料―９の応急救護訓練による。

	７　指定場所への避難等
	指定場所への避難方法、経路等を確認する。

・　行政機関からの指示等があった場合の、指定場所への避難要領を習得する。

・　安全な場所に集合し、人員点呼等を行った後、防火対象物で一体となって避難を行う。


資料１３
大規模テロ等に伴う災害に係る自衛消防訓練の実施要領
	実施項目
	実施内容

	想定
	自己防火対象物の周辺において大規模テロ等に伴う災害が発生した後、警報の発令、避難の指示が行われることを想定する。
自己防火対象物においては、被害は発生していないものとする。

	１　情報の収集・伝達
	警報の発令、避難の指示等に備え、テレビ、ラジオ等により情報収集を実施し、収集した情報を適宜在館者に伝達する。

	２　身体保護措置
	各従業員は身体保護措置を実施する。

・　窓、扉を閉鎖する。

・　空調を停止する。

・　窓のない部屋の中央で待機する。

	３　応急救護所の設置
	必要な資器材を搬送し、応急救護所を設置する。

	４　警報の伝達
	国民保護法に基づき、政府による武力攻撃事態の認定がなされ、発令された警報の在館者への伝達を行う。

	５　避難の実施
	⑴　行政機関からの避難の指示等（避難先、避難経路等）を在館者に確実に伝達する。

⑵　自衛消防隊は避難誘導を行う。

⑶　建物の外に避難を行う。

⑷　逃げ遅れの有無等人員の確認を行う。

	６　消防機関への通報
	⑴　消防機関へ通報する。

（通報内容）

・　災害の種別

・　防火対象物の所在

・　防火対象物及び事業所の名称、目標

・　災害の発生場所及び状況
・　けが人、避難を要する者の有無、けが人等の状況
⑵　通報には、送り手と受け手を決め、次の装置等を使用する。

・　内線電話、加入電話

・　内線電話相互

・　訓練用通報装置

・　火災通報装置

⑶　119番回線による通報は、あらかじめ消防署の了解を取って行う。


